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年時 母集団 高の合別に記入 民間の相互銀行金商中工小ιT金政府関係地方公共取 引先従業者数 企の業あ数るのある 信用金庫 融公金庫業 団 体貸金業者昭 企業数 公国民融庫 都道府県親 戚




51 I 19，343 82.6 61.0 55.3 61.2 8.7 10.3 26.1 
1~ 31:~ 1 15.9 3，916 55.8 38.6 46.1 47.3 2.7 9.8 25.7 
4~ 91 :~ 1 76.5 24.8 8，842 84.4 56.2 49.5 56.9 7.2 6.7 22.6 
1叶;:|
29.1 
4，418 94.8 70.9 61.6 69.7 9.6 13.2 29.5 
…1 :~ 1 32.0 1，301 99.7 77.8 75.6 69.4 15.7 15.9 23.7 …1 :~ 1 33.8 551 98.3 86.3 69.8 75.7 14.3 21.4 39.7 …1 :~ 1 39.8 261 96.3 89.8 66.3 87.0 33.3 16.5 48.8 …1 :~ 1 39.5 40 100.。 89.3 63.6 92.2 33.9 15.8 63.3 …1 :~ 1 221(l叶 43.5 101 100.0 100.0 78.8 90.4 71.1 19.6 39‘9 …1 :~ 1 66.8 …1 :~ 1 x x 一1:~ 1 
(出所) 中小企業庁「工業実態基本調査報告書.J(第4回，第5回)より作成
(注) 1. イタリッ ク体数字は秘匿した数字の合計













の銀行は 1~9 人規模が30%から50%台， 1O~29人規模が70%台， 30~199人規模が80%
台， 200人以上規模が100%と際立つた階層差を示していることである.第二に，相互銀行
等の民間中小企業金融機関では 1 ~9 人規模が40%台であるのと， 20~29人規模と 200~
299人規模が70%台であるのを除けば， 他の全階層にわたっておよそ60%台であり， 階層
差は比較的小さい.第三に，商工中金，中小企業金融公庫，国民金融公庫とし、う政府系中
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(11.1%)， 50~299人は90.5% (88.3%) というよ うに上位層でのウエイトがました.なお，
300~499人規模は46年数値がないので割愛する. 第二に相互銀行等では 10人未満が 1.2%
(0.7%)， 1O~49人が 15.6%(20.2%) ， 50~299人が 83.2%(79.1%)というように中層 でのみ
減少を示じた.第三に商工中金等は， 10人未満で1.3%(0.5%)，1O~49人で 12.6%(12.2%)， 



















個人 (1，627)，組合 (862)の順になり，第二に金額では会社 (39，301百万円)，組合 (26，155百










地 域 |組 合|会 社 |個 人 |合 計 |被保証
件数|金 額|件数|金 額|件数|金額|件数|金額|者数
全国 862126，151 3，1251 39，301 1 1，627 1日7311山|叩714，03 
t 海道 11231り51 278 1 4，05 1 10 1 47 1 41 1 8，47 1 
Z I日J3引;
| 陸 1 28刊158印o1 16即町7ぺ11，山仰必仰7ぺ113 1 8邸0川 3261 2，897パ
関東・東山 1 741 丸1361 制|似71 871 7021 521 7，765 1 
東海 1 871別 31ω|ム1581制|酬 18641 7，951 
近畿I40 1制|お21刷 |ω|久131仙|印011
中国 116 1山 29513，957 1 194 1 1，78 1 650 1 10，871 1 
国 541 2，165 1 269 1 3，80 1 13 1 1，392 1価 17，3871 
九 州 11451ム5361 5引札491 28 1 1，523 I 8751 12，58 1 
1中 縄|一1 -1 1 1 231 -1 -1 1 1 23 1 1 
構 成 比 (%) 
全国 110.0 1 1…戸。ムo1 10.0 1…!…|耐 10.01川
北海道 |ω1 16.7 1 8.9 1 10.3 1ω0.31 7.31 10.7 1 
志 Jよ~ Iト川川川(JJ♂♂ぷ1ttな弘;:口ユ:;二~)I卜川(J1止1tt引:::
北 陸 3.2ペ12.パ15.3刊 3.7ぺ18.1川 6.4ペ|悶 3.7ぺ| 
関東 ・東山 18.61 8.21 山| ロ51 5，3 I 5.11 9.41 9.8 1 
東海 110.1 1 7.31 ω1 10.6 1 20.5 1 13.8 1 15.41 10. 1ω 
近畿 14β3.81 8.1 1 9.41 21.51 30. 1 1.41 11.1 1 1 
国 118.7 1 19.6 1 9.41川 11.9 1 13.0 1 11.6 1 13.71 1 
国 |ω8.31 8.6 1 9.8 1 8.2 I 10.11 8.1 1 9.3 1 
九州 116.81 17.31 16.1 1 16.51 14.0 1 11. 1 15.6 1 15.91 1 











さらに，企業形態別金額に限定してそれぞれのトッ プの地域を みる と，組合は中国
(20%)，会社は東北・九州 (17%)，個人は近畿 (30%)となる.なお，東北はその地域内で













行 (10，393百万円)， 信用金庫 (7，166百万円)，中小企業金融公庫 (6，450百万円)となる.こ
表-4 木材 ・木製品製造業貸出残高の推移(秋田県)
(金額単位 :百万円)
貸 出 残 高 実 数
年 度(月)
|普通銀行|相互銀行|商工中金 !中小公庫 |信用金庫|保証協会言十
昭和52年 71，486 41，551 10，362 8，357 6，404 
53 73，426 43，275 10，146 8，676 5，819 
54 74，124 43，420 10，299 8，243' 5，828 
55 82，539 47，478 11，368 10，741 6，746 
56 83，780 48，686 10，662 10，819 6，316 
57年(9月) 85，609 50，748 10，393 10，852 6，450 
構 成 比(%)
昭和52年 100.0 ' 58.1 14.5 11.7 9.0 
53 100.0 59.0 13.8 11.8 7.9 
54 100.。 58.6 13.9 11.1 7.9 
55 100.0 57.5 13.8 13.0 8.2 
56 100.0 58.1 12.7 12.9 7.6 






































年 度 総 数 組 メ口〉、
{牛 数 |金 額 件 数|金 額
昭和50年 227 2，152，352 44 705，800 
51 208 2，184，192 40 679，400 
52 221 2，937，132 70 1，520，980 
53 197 2，553，572 55 1，219，580 
54 184 2，509，880 57 1，292，000 
55 242 3，471，964 64 1，576，500 
56 257 3，641，548 72 1，539，384 
構 成
昭和50年 100.。 100，0 19.4 32.8 
51 100.0 100.0 19.2 31.1 
52 100.0 100.0 31.7 51.8 
53 100.0 100.0 27.9 47.7 
54 100.0 100.0 31.0 51.5 
55 100.0 100.0 26.5 45.4 








































































造スギ(大丸太 L~3 ， 65m 司: 36，0∞ 
: 4，C∞ 








































表-7 住宅 着 工の推移
( )数字は%
住宅着工床面積 住宅着工戸数 新設住宅木造率
年度 (1000m2) 全国 (1000戸) 秋田県(戸) (%) 
全 国 |秋 田 |うち増改築 |うち増改築 全
昭和48年 152，471 1，687 2，030 333(16.4) 16，337 5，821 (35.6) 58.8 92.1 
49 114，124 1，575 1，473 333(22.6 ) 15，582 6，281(40.3) 66.1 93.0 
50 120，402 1，928 1，539 373(24.2) 18，958 7，968( 42ρ) 66.9 94.1 
51 134，064 2，092 1，719 390(22.7) 20，560 8，794( 42.8) 65.2 90.7 
52 135，646 1，996 1，702 381(22.4) 19，342 8，580( 44.4) 62.9 90.0 
53 145，903 2，122 1，754 369(21.0) 20，392 9，151(44.9) 61.8 90.0 
54 146，756 2，119 1，707 376(22.0) 20，434 9，863( 48.3) 61.0 89.7 
55 129，084 1，662 1，483 357(24.1) 16，698 8，596 (51.5) 59.2 98.8 








































後の外材輸入の本格化のなかで54.1%まで下がり p さらに p 移入材のウエイトも 10.8%か
ら9.6%へと減少したがp 外材率は32.3%から 36.3%へと若干増加している.とはいえ，
































































7.5~22.5kω 未満が 53(9.5%) ， 22.5~37.5kw が 98(17.5%) ， 37.5~75.0kω が 206(36.9%) ，
75.0~ 150.0kωが104(18.6%)，150.0kω以上98(17.5%)である.80年不況に入ってから，昭
和54年対比で工場数が減少していないのは，150.0kw以上層のみである.つぎに，構成比
をみると増加させているのは37.5kw~75.0kω 層 と 150.0kw 以上層のみであり，他階層はす
べて減少した.このような増減の要因は，第ーに増加をみると，150.0kω以上層は比較的
大型の外材工場が多いため，国産材型工場べの転換は困難で‘縮小が少なかった.第二に，

































75i「750|川(人) I I I I I I I I ~十
37.5 1 75.0 1150.0 
~ 9 6 1 1 8 
10~ 29 1 10 12 13 36 
30~ 49 2 6 8 
50~ 99 1 3 4 
100~199 1 1 
計 1 1 1 16 1 16 1 24 1 57 
(注) 200人以上規模は存在せず
闘がみられる.なお，アンケートによる出力階層別の平均従業者数は Iが13人， nが13人，













出 カ 階 層(伽)
No. 機械設備
~37.5 1 37ト 75.0175い 50.01附~|計
!日|1 1自動送材車付帯 鋸 |
. 
1 1.2 1.4 
2 I 自動ローラー送式帯鋸 | 0.5 1.5 1.1 
3 1テ ーブノレ式帯 鋸| 1.4 2.7 1.9 
4 1動力による搬送設備| 1.1 2.4 1.4 
5 1縦びき用丸 鋸 | 1.1 0.9 1.3 1.1 
1.3 1.5 2.1 1.7 
カ 0.2 0.7 0.4 
1ツ
ノ、。 1.0 0.7 
(注) 太線で閉まれたものは平均以上を示す
299 
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②自動ローラ一式帯鋸 (3.0倍)， ③テーブル式帯鋸 (2.1倍)，④動力による搬送設備 (8.0倍)，













131.7 m'，町で278.2m'というように， 1lIとEの逆転を除けば出力階層に平行して大き くな
る.

























転換期における製材業金融の諸問題 一ー一菊間 53 
場数構成比が全体の61%をしめていたのが， 57年には49%と12ポイントも減少したことに
示されるように， 55年以降の不況下で稼動率は一段と下降している.この点を階層別にみ
ると， 1は54年， 57年とも70%と変わらず， nは50%から40%，mは63%から53%，Nは
70%から52%へと減少した.稼動率の減少度が最大なのは町であるが，この点は先に述べ














出 力 階 層 昭和 国 産 材
. 外 材 5JU 
国産材中心|国産材・外材 |外材中心|(kw) 増 減 言十
56 1 1 
7.5~ 37.5 54 l 1 
増減| 。 。
56 14 1 1 16 
37.5~ 75.0 54 12 3 。 15 
増減 | 2 '" 2 1 1 
56 11 3 2 16 
75.0~150.0 54 11 2 2 15 
増減 | 。 1 。 1 
56 22 1 1 24 
150.0~ 54 21 1 1 23 
増 減| 1 。 。 1 
56 47 6 4 57 
計 54 44 7 3 54 


















とp 私有林からが11，国有林からが10，公有林は0，私・国併用が2となるよう に， おお
よそ国有林，私有林で半々といえる.この点を階層別にみると，昭和56年のEでは国有林
対私有林比が1: 5，皿では 2: 1， lVでは7: 4となっている.54年ではそれぞれ 1: 




































;: 1 1 1 1 ~ 1 
;:1 ~I 1 ~I ~I 
:1 : 1 ~ 1 ~ 1 1 







































出力階層 昭和 販売の 主な地域別(数量割合)
(kω) 増減 地 元|三都市場 |その他|併 計
1 
7.5~ 37.5 1 
増減 | 。
15 
37 .5~ 75.0 54 15 
増減 | 。
16 
75.0~150.0 54 16 
増減| 。
24 
150.0~ 54 24 
増減| 。
56 
54 12 24 56 




昭和56年の回答企業数34のう ち，紙 ・パルプ会社が30，繊維板業者が 1，その他が3，
併用がOであるが，紙 ・パルプ会社はともに県内の 2大手会社とみなされる.階層別にみ


















出力階層 仕入先別 0% 50%未満 50%以毒 100% 計
(kw) 100%未
|増昭和減 571541増減 571541増減 571541増減 571541増減 571~~j増減
立木 購入 1 1 。 1 1 。
原木市場 1 1 。 1 1 。
素材業者 1 1 。 1 1 。
7.5~ 37.5 協 同組合 1 1 。 1 1 。
そ の 他 1 1 。 1 1 。
計 |
。
立木購入 9 9 。 1 1 01 10 10 O 
原木市場 5 5 。2 11 . 1 1 1 。2 31A 1 10 10 O 
素材 業者 5 5 。。11A 1 5 4 1 10 10 。
37.5~ 75.0 協同 組 合 4 4 。 6 6 01 10 10 。
その 他 4 51A 1 4 3 1 。1企 1 2 1 11 10 10 。
計 1271 281A 11 01 111 11 01 501 501 O 
立 木購入 101 10 。 2 2 。 12 12 O 
原木市 場 101 11 ム 1 1 。1 1 1 01 12 12 。
素材業者 8 8 。2 2 。2 2 。 12 12 O 
75.0~150.0 協同組合 4 4 。 1 1 。7 7 01 12 12 。
その他 9 9 。1 1 。2 2 。 12 12 O 
計 1411斗 11 01 601 601， 0 
立 木購入 121 11 1 1 2企 1 2 2 。4 4 01 19 19 。
原木市場 11 12 A 1 1 21A 1 3 1 2 4 4 01 19 19 。
素材業者 7 7 。2 41A 2 7 6 11 3 2 11 19 19 。
1 50.0~ 協同 組合 10 9 1 3 2 1 6 81A 2 19 19 。
その 他 13 13 。 5 5 。1 1 01 19 19 。
計 |司 521 8ト41 201 161 41 181時 1 951 951 O 
立木購 入 1 2企 1 4 4 。5 5 01 42 42 O 
原木市 場 271 291A 2 3 3 。5 2 3 7 8企 1 421 42 O 
素材 業者 211 21 。4 71A 3 141 12 2 3 2 1 42 42 。
計 協同 組 合 191 18 1 4 3 11 19 21企 2 421 42 O 
そ の他 271 28 企 1 5 4 1 7 81A 1 3 2 11 42 42 。
計 |ロ61叫 1 131時 31 341 291 51 371斗 11刈刈 。
50%以上100%未満で使うが34(16%)，100%手形とするものが37(18%)であるよ うに，現金
払い中心であって手形決済は 4割を しめるにすぎない. 54年では総件数 210のうち，それ











i 品5117iJ5;:!?tJR11L|5:!日制 57|; |増減
立木購入
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
75 .0~150 .0 
150 .0~ 
7.5~37.5 





75.0~ 1 50.0 
150.0~ 
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
75.0~150.0 
1 50 .0~ 
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 
75.0~ 150.0 
1 50.0~ 
7 .5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~150.0 












































150 .0~ ~IA ~I E の他
社[1:[ 1:[ 




















仕入先別目|出力階層(kw) 60日以上120日未満 山上18吋| 言十
|臨 57 I 54 |増減 57 I 54 I増減 57 54 
7.5~ 37.5 
37 .5~ 75.0 1 1 。 1 1 。
商 社 I75.0~150.0 1 1 。 2 2 。 3 3 。
150.0~ 1 2 A 1 2 1 1 3 3 。
。
7.5~ 37.5 。 1 A 1 1 。 1 1 1 。
37.5~ 75.0 1 2 A 1 1 。 1 2 2 。
外材問屋 I 75.0~1 50.0 1 1 。 4 4 。 5 5 。
150.0~ 2 2 。 2 1 1 4 3 1 
計 ! 1 
7 .5~ 37.5 I 
37.5~ 75.0 
協同組合 I 75.0~150.0 
150.0.， 
7.5~ 37.5 




7.5~ 37.5 。 111l. 1 1 。 1 1 1 。
37.5~ 75.0 2 3 A 1 l 。 1 3 3 。
言十 I 75.0~150.0 2 2 。 6 6 。 8 8 。




















表 17により製材品出荷代金を手形で受取る割合についてみると p 昭和57年の総件数
246のうち， 0%が156(63%)，50%未満が17(7 %)， 50%以上100%未満が38(16%)，100 % 
が35(14%)となっているように，約6割が手形決済でなく，したがって現金受取り中心で
ある.54年ではそれぞれの構成比は総件数246のうち， 68%， 7 %， 14%， 11%であるか
ら出荷代金を手形で受取る割合が増加している. 57年の手形利用のないものを階層別にみ
ると， 1で83%，nで70%，Iで67%，Nで56%と上位ほど非手形利用の減少p つまり手







100のうち， 30日以上60日未満が 1( 1 %)， 60日以上120日未満が58(58%)，120日以上180日
未満が41(41%)， 180日以上はOで， 120日未満のサイトが約60%をしめている.54年では
それぞれ1%， 71%， 28%， 0;;ぎであるから特に60日以上120日未満の減少が著しい. 180 
日未満の割合を57年の階層別にみると， 1 は0%，nは33%，皿は65%，Nは54%となる












出力階層 出荷先，'51] 0% 50%未満 503百以上 100% 言十
(k卸) 100%未満
|昭増和減 571541増減 571541増減 571541増減 571541増減 571541増減
小 売庖 1 1 。 1 1 。
大手土建業者 1 1 。 1 1 。
問屋・センター 1 1 。 1 1 。
7.5~ 37.5 市 売市場 1 1 。 1 1 O 
大工・工務庖 1 1 。 1 1 O 
その他 l 1 。 1 1 。
計 | O 
小 売庖 7 7 。。1." 1 2 1 1 1 1 01 10 10 。
大手土建業者 91 10 A 1 1 。1 10 10 。
問屋・セyター 6 5 1 1 1 。3 41A 1 10 10 。
37.5~ 75.0 市 売市場 8 91A 1 2 1 1 101 10 。
大工・工務応 4 61A 2 1 1 。3 2 1 2 1 11 10 10 O 
その他 8 8 。 1 1 。1 1 01 10 10 O 
計 1421中 31 01付601 O 
小 売 庖 8 8 O 1 1 。3 3 。 12 12 O 
大手土建業者 12 12 。 12 12 O 
問屋・センター 4 4 。1 1 。2 31A 1 5 4 11 12 12 O 
75.0~150.0 市 売市 場 6 6 。 2 2 。4 4 01 12 12 O 
大 工・工務庖 7 8企 1 3 3 。2 1 11 12 12 O 
その他 11 11 。1 1 。 12 12 。
計 1481件 11 01 101 111企 11111 21 721 721 O 
小 売庖 91 11 A 2 3 2 1 3 3 。3 2 11 18 18 。
大手土建業者 151 15 。1 1 。1 1 。1 1 01 18 18 O 
問屋・セyター 4 61A 2 1 1 。7 5 2 6 6 01 18 18 O 
150.0~ 市 売市場 101 13 A 3 2 3企 1 2 2 。4 O 41 18 18 。
大工・工務庖 141 14 。2 2 。2 2 。 181 18 。
その他 9 9 。2 2 。4 4 。3 3 01 18 18 。
計 1611叫 71 111 11 01 191 171 21 171 121 51吋叫 。
小 売庖 251 27 A 2 4 4 。8 7 1 4 3 11 41 41 。
大手土建業者 371 38 企 1 2 1 1 1 1 。1 1 01 41 41 。
問屋・センター 151 16 A 1 2 2 01 10 9 1 14 14 01 41 41 。
言十 市売市 場 251 29 A 4 2 31A 1 6 5 1 8 4 41 41 41 O 
大 工 ・工務庖 251 28 A 3 4 4 。8 7 1 4 2 21 41 41 O 
その他 291 29 O 3 3 。5 5 。4 4 01 41 41 O 







出荷先別 |出力階層(刊誌日禁事 |1311集者 1i羽詰 1 180日以上 | 計











7 .5~ 37.5 








37 .5~ 75.0 
75 .0~ 150.0 
150.0~ 
7 .5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75.0~ 150.0 
1 50 .0~ 
7.5~ 37.5 
37.5~ 75.0 
75 .0~ 1 50.0 
150.0~ 













































土 建 機 全コ 言十
出(力kw階)層
な
地 物 械 言十 L 、
7.5~ 37.5 。1 。1 O 1 
37.5~ 75.0 1 5 71 13 6 19 
75.0~ 1 50 .0 1 1 7 9 8 17 
150.0~ 4 81 10 22 10 32 
計










7.5~ 37.5 。 1 。 1 
37.5~ 75.0 3 4 1 8 
75.0~150.0 1 6 4 11 









順に企業数を記すと， 1では 1， 0， 0， nでは11，2， 1， mでは11，2， 2， Nでは







資金 出力階層 銀 イ言信
聾藷政売先3うピ借1 、
{国 そ 併 銀 信{言
際認
販借 個 そ 併
内容別 (kw) 用金用組 人 の 用用
タ先ロ 人 の 計金 金組 か入 金
行 庫合 ら 融 他 用 行 庫合 ら 融 他 用のれ のれ
7.5~ 37.5 (1) 11 1(1) 1 1 1 O O 01 - 3 
37.5~ 75.0 10(2) 3(1) 316(3) 15 91 10 1 。21 - 37 
運転資金 75.0~150 .0 9(1) 413(1) 13 4 9 O O 31 - 29 
150.0~ 14(4) (1) 9123(5) 23 71 16 。O 61 - 52 
百十 133(8)1叫(1)1 |中。0)1 521 211 361 。1nl -1121 
7.5~ 37.5 。 O 。。。O 01 - O 
37.5~ 75.0 (1) 2 21 4(1) 2 2 4 。O 1 - 9 
設備資金 75 .0~150.0 3 3 6 4 。5 。O O ー 9 
150.0~ 4(1) 6(1) 1 11(2) 9 O 9 O O 21 - 20 









点を，銀行，信用金庫等，商工中金等の順で階層別にみるとは33%，33%， 33%， n 



















別にみると， 1ではそれぞれ0，0， 1， nでは0，2， 14， mでは0，1， 15， Nでは












うち í高度成長」前(昭和26~30年)が 2 ， í高度成長」第一期(昭和31~40年)が 5 ，第二



























原 販 )A¥ 労' 金 資 そ
項 目 木 {動 金
価 士7G 当 力 fU 
¥¥ の 格 の 繰 の
出力階層 有之
の 不 競 確 負 り
安定 高 保(kw) 騰 振 争 難 担 難 {也
7.5~ 37.5 1 。 1 。。。 1 O 3 
37.5~ 75.0 5 10 7 9 3 7 3 。44 
75.0~150.0 5 12 5 1 10 2 O 39 
150.0~ 8 16 12 9 l 11 7 。64 
計 戸川 38 2'1円両 5I 28 I 13 I 0 I目。
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1. Purpose of study 
The purpose of this study is in the analysis of sawing business finance 
concerned with th巴doublestructure of Japanese economy. 
The financial problem of the sawing business is one of the most typical 
problems in the present small business. 
2. Method of study 
The author analyzed the sawing business from the view point of small 
business finance. The reason of this is that the sawing business is one of the 
most typical small businesses in Japan. For the most part， the author investigated 
the sawing businesses in Akita Prefecture. 
3. Conc1usion of study 
The author analyzed the structure of sawing business finance with an eye to 
a c1ass character of the sawing business， and conc1uded as follows : On and after 
1980， the reformation of finance has been in progress. In the process， the ordinary 
banks have branched out into the small business finance. Consequent1y， the small 
business financial institutions have receded to some degree from the small business 
finance. 
Though the financial situation is eased up today， the money di伍cultyof the 
small business becomes more serious. Moreover， its difficulty in the small c1ass of 
sawing business is serious. 
For the solution of this problem， the more expansion of govermental credit 
insurance system is needed. 
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